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ロードマップ
• ⽇本における労働分配率
• 労働者間の賃⾦不平等の現状
• なぜ⽇本の賃⾦不平等はあまり拡⼤しなかったのか？
• 低下する中卒・⾼校中退の⼈々の就業率
• まとめと政策的含意
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時間あたり労働⽣産性と実質賃⾦
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【出典】厚⽣労働省「賃⾦構造基本統計調査」、内閣府「国⺠経済計算」、総務省「消費者物価指
数」、総務省「労働⼒調査」

時間当たり労働⽣産性
実質賃⾦(GDPデフレーター）
実質賃⾦（CPI)
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実質賃⾦が労働⽣産性に占める割合

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

95%

100%

19
73

年
19

74
年

19
75

年
19

76
年

19
77

年
19

78
年

19
79

年
19

80
年

19
81

年
19

82
年

19
83

年
19

84
年

19
85

年
19

86
年

19
87

年
19

88
年

19
89

年
19

90
年

19
91

年
19

92
年

19
93

年
19

94
年

19
95

年
19

96
年

19
97

年
19

98
年

19
99

年
20

00
年

20
01

年
20

02
年

20
03

年
20

04
年

20
05

年
20

06
年

20
07

年
20

08
年

20
09

年
20

10
年

20
11

年
20

12
年

20
13

年

【出典】厚⽣労働省「賃⾦構造基本統計調査」、内閣府「国⺠経済計算」、総務省
「消費者物価指数」

GDPデフレーター使⽤
CPI使⽤
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⽉給の推移

Kawaguchi and Mori (2019) World of Labor: Japan
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⽶国で広が
る賃⾦格差
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Figure 5: Measures of earnings inequality
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⽇本の⼤学進学率の推移 (%)

データ：⽂部科学省『学校基本調査』

57.9

0

10

20

30

40

50

60

70
19

54
19

56
19

58
19

60
19

62
19

64
19

66
19

68
19

70
19

72
19

74
19

76
19

78
19

80
19

82
19

84
19

86
19

88
19

90
19

92
19

94
19

96
19

98
20

00
20

02
20

04
20

06
20

08
20

10
20

12
20

14
20

16
20

18

8



若年層（25ｰ29歳）の
相対雇⽤量 と相対賃⾦ の推移
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⽇本：
⼤卒者 増
⼤卒⾼卒賃⾦格差 安定

アメリカ：
⼤卒者 伸び悩み
⼤卒⾼卒賃⾦格差 増加

現在までこの傾向は継続
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男性就業率
（⼤卒）
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男性就業率
（⾼卒）
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男性就業率
（中卒）
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学歴別
⼈⼝構成
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まとめ
• 労働分配率はやや低下傾向にある
• 労働者間の賃⾦不平等はやや広がりつつある
• もっともその程度は⽶国に⽐べると限定的
• ⽇本における賃⾦不平等が⼤きく広がらなかった理由の⼀つが

⼤卒労働者の急増
• ⾼学歴労働者の需要増に供給増が追いついた
• 注⽬すべきは中卒・⾼校中退の⼈々の就業率が⼤きく落ち込ん

でいること
• 最低賃⾦の引き上げにあたってはこの⼈々への配慮が必要
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